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号で既報のとおり、日本自動車会議所は5月
28日、東京・千代田区の経団連会館で第85回

定時総会・第205回理事会を開催し、「2018年度事業
実績・2019年度事業計画」など3議案が審議され、
いずれも原案通り承認された。総会・理事会後の懇
親会には、国会議員151人（うち本人出席57人）を
はじめ、会員・業界関係者など約410人が出席した。
　懇親会開会に当たり、初めに内山田竹志会長が挨
拶し、続いて小関眞一副会長（日本自動車販売協会
連合会会長）が登壇。小関副会長は、天皇陛下のご
即位と令和の始まりに「心からお祝い申し上げます」

と述べ、「この良き時代に、自動車業界が日本経済
を牽引するよう頑張っていきたいと思います」と挨
拶。また昨年の税制改正で自動車税の恒久減税が実
現したことに触れ、「皆さまのご尽力により偉業を
成したと考えておりますが、これはスタートです。
少子高齢化や消費増税がありますが、販売の現場も
頑張りますので、是非元気を出して、明るい未来に
していきたいと思っております」と抱負を述べた。
　引き続き小関副会長の「乾杯」の発声で懇親会が
始まり、随所で懇親の輪が広がった。

（懇親会の模様は2～7ページに掲載）

（主な記事はホームページ＝https://www.aba-j.or.jp＝にも掲載しています）

前

　

発行所

〠105-0012
東京都港区芝大門1-1-30 日本自動車会館
電話：03（3578）3880
FAX：03（3578）3883
URL
https://www.aba-j.or.jp

 発行人　山岡 正博　　編集人　田村 里志
№9182019

自動車会議所
ニュース

▪2019年度定時総会懇親会開催

▪自賠制度あり方懇で山岡専務理事が意見陳述

▪第259回会員研修会開催

♢ ♢ 主 な 内 容 ♢ ♢

▪全国の自動車会議所が環境月間に普及・啓発活動を展開

▪自工会がユーザー向けに減税PRサイトを公開

▪東京都自動車会議所会長に中川前環境大臣を選任
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国会議員や会員・
業界関係者など約410人が出席
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　本日は、皆さま、大変お
忙しい中、日本自動車会議
所の総会懇親会にご参集い
ただき、ありがとうござい
ます。
　特に、ご来賓としてお越
しいただいております、関
経済産業副大臣、大塚国土
交通副大臣のお２人をはじめ、自動車議連・自動車
議員懇話会をはじめとする国会議員の皆さま、本当
にありがとうございます。また、日頃、自動車政策
で大変お世話になっております各関係省庁の皆さま
におきましても、多数ご臨席いただき、高いところ
からでありますが、お礼申し上げます。
　先ほどの定時総会・理事会が、おかげさまで無事、
終了いたしました。今年度の事業計画として、当会
議所の一番の中心となる活動である政策提言のほか
にも、交通事故ゼロを目指した活動、そして今年開
催される東京モーターショ
ー、来年の東京オリンピッ
ク・パラリンピックを、自
動車に関わる産業が一体と
なって盛り上げていくとい
うことと、自動車・自動車
産業への好感度を盛り上げ
るということを、事業計画
として皆さまにご承認いた
だきました。
　とりわけ税制につきまし
ては、昨年、自動車税の恒
久減税化が実現しました
が、皆さまのご支援に改め
て感謝申し上げます。ただ、
減税後の税負担は世界的に

見てもまだまだ高いレベルであり、引き続き会議所
として「自動車関係諸税の負担軽減・簡素化」に向
けて活動してまいりますので、どうぞこれからもよ
ろしくお願い申し上げます。
　今まさに、米トランプ大統領が来日されておりま
すが、昨日の記者会見では、長年の懸案となってい
る通商問題について、安倍総理は「世界で最も米国
経済に貢献しているのが日本企業です」と明言され
ております。私ども自動車業界もそういう大きな自
負を持っており、自動車に関連する団体・企業が力
を合わせて、米国のお客さまのためにどうしたらい
いのかを知恵を出し合って努力してまいりました。
むやみに日本から米国に生産をシフトしてしまえ
ば、日本の膨大なサプライチェーン産業そのものが
成り立たなくなってしまいます。是非、今日ここに
おられる皆さまからは引き続きご協力・ご支援・お
力添えをいただきたいと存じます。
　本日は限られた時間ではありますが、せっかくの
場ですので、ご懇談を通じて、私どもにご指導・ご
協力をいただければ幸いです。本日は誠にありがと
うございました。

大勢の出席者を前に挨拶する内山田竹志会長
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　自動化、そして電動化などCASEの潮流により、
自動車産業は100年に一度と言われる大変革に直面
しております。日本が世界のイノベーションをリー
ドすべく、この潮流をチャンスととらえ積極的に対
応していきたいと考えております。CASEにより、
自動車は個人の移動手段という役割を超え、エネル
ギーインフラ、移動ソリューション、走る情報端末
といった、新たな価値をもたらす社会インフラであ
ると認識しております。
　こうした将来のモビリティ社会像を目指し、ほか
の産業や自治体などとも幅広く提携し、自動車の蓄
電・給電機能の徹底活用や、新たなモビリティサー
ビスの社会実装などを積極的に推進していきたいと
考えております。
　また、全世界が市場である皆さまにとって、自由
貿易の推進はますます重要になってきております。
世界的に保護主義への懸念が広がっている中、昨年
12月にTPP11、そして本年２月には日本とEUによ
るEPAが発効しました。世界向け輸出額15兆円超
という、輸出総額の約２割を占める自動車産業が高
い国際競争力を維持・強化できるよう、TPP11の拡
大やRCEPの年内妥結など自由公正な経済圏の拡大
を目指していきたいと思います。
　新しい令和の時代が幕を開け、自動車の税が大き
く変わり、また100年に一度と言われる大規模変革
の中で自動車の役割も変わってきております。この
変化をチャンスととらえ、自動車産業のさらなる発
展をわれわれも一生懸命に応援してまいります。
　最後になりますが、本日お集まりの皆さまのご健
勝・ご多幸と、本業界の皆さまのご発展を心から祈
念申し上げ、本日の挨拶とさせていただきます。お
めでとうございます。

引する時代にしていきたいと考えております。
　2018年度の日本国内の新車販売台数は、前年度比
1.2％増の526万台と３年連続で500万台を維持でき
ました。業界の長年の悲願だった車体課税の抜本見
直しについては、1950年の自動車税創設以来初の、
全車種における恒久引き下げが今年10月に実現いた
します。また、１年間にわたり、購入時の環境性能
割が１％軽減されるなど、思い切ったユーザー負担
軽減を実施してまいります。これらの負担軽減策を
しっかりと周知・広報して、皆さまと一緒に自動車
市場を活性化していきたいと考えております。
　一方で、全国で痛ましい交通事故が発生しており
ます。交通事故防止対策の１つとして、被害軽減ブ
レーキ等の先進安全技術を搭載したサポカーの普及
が、なお一層重要となってきております。ポータル
サイトを通じた情報提供の充実のほか、自動車税の
恒久減税など負担軽減による新車への代替を通じ、
引き続きサポカーのさらなる普及を官民連携して推
進していきたいと思います。

　平成の時代は、バブル崩
壊後の長いデフレに苦しん
だ時代でした。しかし、第
２次安倍政権発足以降、名
目GDPは約61兆円の増加、
10％以上の成長を達成しま
した。令和の時代は、この
勢いで日本が世界経済を牽
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　わが国の経済は、穏やか
な景気の回復が見られます
が、依然、厳しい経営環境
にある自動車関係の事業者
も多いと聞いております。
そうした中、国土交通省で
は安全・安心なクルマ社会
の実現と自動車関連産業の
一層の発展に向け、さまざまな施策に取り組んでお
ります。
　まず自動運転については、政府としても2020年を
目途に実用化に向けた取り組みを進めております。
特に自動運転車の設計・製造から使用までの安全性
を一体的に確保するための制度整備を行うことを目
的に、道路運送車両法の一部を改正する法律案が５
月17日に成立し、円滑な施行ための準備に取り組ん
でいるところです。
　また、本年度税制改正において、消費税増税に伴
う駆け込み・反動減対策が行われるとともに、エコ
カー減税等が延長されました。トラック運転者不足
にも対応し、物流効率化や働きやすい労働環境の実

現を目指すホワイト物流推進運動を展開するなど、
引き続き、政策的な支援を推進してまいります。
　加えて、自動車ディーラーや整備事業者の皆さま
の負担軽減のため、自動車検査証の電子化に着実に
取り組んでいるところです。図柄入りナンバーにつ
いては、ラグビーワールドカップや東京オリンピッ
ク・パラリンピック仕様に続き、昨年10月に開始し
た地方版を2020年度には新たに17地区で公募する予
定です。
　さらに、（自賠責保険料積立金のうち約6,000億円
が一般会計に繰り入れられたままになっている問題
については）本年度予算において、一般会計から自
動車安全特別会計への繰り戻しが、昨年度より増額
の上、２年連続で行われることになりました。皆さ
まのご尽力に改めて敬意を表しますとともに、今後
も繰り戻し額の増額が図られますよう、財務省と協
議してまいります。
　国土交通省としては、こうした施策を通じて皆さ
まとしっかりと連携し、各種の課題に的確に対処し
てまいります。結びに、日本自動車会議所の一層の
ご発展と、本日ご列席の皆さま方のますますのご活
躍を祈念申し上げ、私の挨拶とさせていただきます。
本日は誠におめでとうございます。

登壇者の挨拶に耳を傾ける（前列左から）細田博之衆議院議員（自動車議連幹事長）、井上義久衆議院議員（自動
車議員懇話会会長）、佐藤茂樹衆議院議員（同懇話会副会長）、小関眞一副会長、牧原秀樹衆議院議員、大塚高司
国土交通副大臣、山際大志郎衆議院議員（自動車議連事務局次長）、西銘恒三郎衆議院議員。井上氏の右後ろが工
藤彰三衆議院議員、佐藤氏の右後ろが泉田裕彦衆議院議員、泉田氏の右後ろが直嶋正行元参議院議員
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　日本はいま、少子高齢化
と人口減少、そしてグロー
バル化と保護主義という２
つの大きな変化・課題に直
面しております。少子高齢
化については、これまでの
常識では「人口が減るから
国力も衰退する」と見られ
てきましたが、そうではなく、AI、IoT、ビッグデ
ータといった第４次産業革命の新たな技術革新を取
り入れて、むしろチャンスとするような前向きなと
らえ方をすべきだと考えております。
　クルマの無人自動走行など新たなモビリティシ
ステムの実現をはじめとする成長戦略（骨太方針
2019）を６月に取りまとめる予定です。この分野で
は、日本自動車会議所の会員をはじめとする自動車
業界の皆さまが世界をリードし、さまざまな取り組
みを進めていただくことに期待しております。政府
としても自動走行に向けた実証実験を行いながら、
交通ルールづくり、信号機などのインフラ整備とい
った環境整備を進めていきたいと考えているところ
です。
　そしてもう１つ、平成の時代を振り返ると、国際
社会においてこの30年間、日本のグローバル化は大

きく進みました。貿易量は2.6倍、海外への直接投
資は6.6倍に拡大しました。また、日本を訪れる外
国人観光客は10倍の3,000万人を超えるレベルとな
っております。間違いなくグローバル化は進展して
おりますが、その反動として保護主義が台頭し国際
社会がリード役を失いつつある状況にあります。こ
の分野でも日本がTPPをはじめ新しい国際ルール
を作っていくなど、大きな役割が期待されているの
ではないかと考えております。
　今、米国と通商交渉を進めておりますが、昨日も
日米首脳会談で貿易問題が取り上げられました。私
も４月に引き続き、先週末に米通商代表部のライト
ハイザー代表と３時間近く協議しましたが、「いい
スタートが切れたのではないか」と思っております。
TPPが発効したことにより、米国の基本的な考え方
は、TPP超えというよりは、米国の農家がTPP国・
EU諸国に劣後している状況を１日でも早く改善し
たいのではないかと受け止めています。国益と国益
がぶつかる厳しい交渉ではありますが、日本の立場
をしっかり守り、日米双方にとっていい結果を出せ
るように全力で取り組んでまいります。
　「令和の時代」に入り、こうした大きな変化＝チ
ェンジをチャンスととらえ、果敢に挑戦していく。
こういう時代をつくっていきたいと思っておりま
す。最後に、日本自動車会議所がますます発展しま
すことを心からご祈念申し上げ、挨拶とさせていた
だきます。おめでとうございます。

小関眞一副会長の「乾杯」の発声で祝杯を上げる出席者の皆さん
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　私は今の職務を務めさせ
ていただいて８カ月になり
ますが、日本自動車会議所
の会員であります多くの団
体の皆さまが、全国1,741
の市区町村の街や人、仕事
を支えていることを再認識
いたしました。地域の雇
用・経済と規制改革とを比較考慮するという、微妙
な難しい課題に取り組んでおりますが、為替が動い
ても、日米通商交渉が本格化しても、中国経済のす
さまじい追い上げがあっても、現在、地域経済の一

番の課題は人手不足であります。
　４月から14業種で外国人労働者の受け入れを拡大
しておりますが、外国人材の受け入れにまだ取り組
んでないセクターからは「これからの一手が大事だ」
とのお話も聞きます。そういった多様な課題を常に
皆さまの視点で、地域・地方という形でつなぎ合わ
せていくことによって、日本の地域経済を支えてい
くことができます。私どももスーパーシティ構想や
ソサエティ5.0、地方創生での取り組みにより、社
会を支えるだけでなく、世界を牽引していくように
頑張ってまいります。
　本日ご来場、ご来会の皆さまのますますのご盛栄
を心から祈念申し上げ、私の挨拶とさせていただき
ます。本日はご盛会、誠におめでとうございます。

懇談する（左から）坂本克己副会長（全日本トラック協会会長）、大塚高司国土交通副大臣、牧野
たかお国土交通副大臣、西銘恒三郎衆議院議員、山際大志郎衆議院議員（自動車議連事務局次長）

内山田竹志会長（右）と懇談する細田博之衆議院議員（左、
自動車議連幹事長）

内山田竹志会長（右）と握手を交わす山口那津男参議院議
員（左、公明党代表）
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懇談する小関眞一副会長（左）と茂木敏充内閣府特命担当
大臣（右）

懇談する（左から）内山田竹志会長、関芳弘経済産業副大臣、
櫻田義孝衆議院議員

歓談する信元久隆・曙ブレーキ工業代表取締役会長兼社長
（左）と吉永泰之・当会議所監事（右、SUBARU取締役会長）

握手する小関眞一副会長（左）と金田勝年衆議院議員（右）

記念撮影に応じる（左から）坂本克己副会長、大塚高司国
土交通副大臣、奥田哲也国土交通省自動車局長（当時）

記念撮影に応じる井上義久衆議院議員（左、自動車議員懇
話会会長）と小関眞一副会長（右）

懇談する（左から）赤池誠章参議院議員、内山田竹志会長、竹林
武一日本自動車整備振興会連合会会長（三重県自動車会議所会長）

懇談する河野太志経済産業省製造産業局自動車課長（左）
と永塚誠一日本自動車工業会副会長・専務理事（右）
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２．主な意見
⑴　山岡正博当会議所専務理事（浜島委員代理）
　2019年度の予算案において一般会計から自動車安
全特別会計へ、前年度の1.6倍の37.2億円が繰り戻し
されることには深く感謝する。しかしながら、いま
だに6,000億円を超える繰入金が返済されずに残さ
れている状態にある。
　４月のことだが石川県の金沢脳神経外科病院を訪
問する機会があった。今年１月に小規模委託病床と
して日本海側に初めて設置された施設で、入院され
ている20歳代の男性のご両親は、毎日、出勤前と退
社後にお見舞いしていると話されていた。先生方に
よると、男性の顔色が少しずつ良くなったり、表情
が柔らかくなってきたということで、やはり家族の
温かな見守りがあるからではないかというお話を伺
った。小規模でも結構なので、空白地帯がないよう
に、是非今後も委託病床を何とか実現していただき
たいと考えている。
　私どもは「自賠制度を考える会」とともに、今後
も繰入金が国土交通、財務両大臣の合意どおりに返
済されてこのような事業がきちんと実現されること
を引き続き求めてまいりたい。
⑵　長島公之委員（日本医師会常任理事）
　再生医療による被害者救済事業の大幅な拡充や、
高齢者の交通安全対策など、やるべき事業も増えて
いるので、是非繰り戻し金をしっかり実施いただく
ようお願いしたい。
⑶　福田弥夫委員（日本大学危機管理学部長、自賠

制度を考える会代表）
　国土交通省等のご尽力、財政当局のご理解もあり、

土交通省・2019年度「今後の自動車損害賠償
保障制度のあり方に係る懇談会（あり方懇）」

が6月12日に開催され、当会議所の山岡正博専務理
事が同会議所の浜島和利保険特別委員長（日本通運
執行役員）の代理として出席し、当会議所としての
意見を陳述した。山岡専務理事は、自動車安全特別
会計から一般会計に約6,000億円が繰り入れられた
ままになっている問題について、「2年連続で繰り
戻されたことには感謝するものの、自動車事故被害
者救済事業の拡充のために、さらに繰り戻しが必要」
である旨を、金沢脳神経外科病院（石川県野々市市）
を訪問した際の感想も交え訴えた。「自賠制度を考
える会」とともに、今後も繰入金が国土交通、財務
両大臣の合意どおりに返済され、当該事業が実現さ
れることを強く求めた。
　当あり方懇では他の委員からも同趣旨の発言がな
された。

【「あり方懇」結果概要】
１．主な議題（国交省からの報告及び意見交換）
⑴　自動車損害賠償保障制度に係る最近の動きにつ
いて
　①一般会計繰入金からの繰り戻し
　　（国交省）2019年度予算において２年連続の繰
り戻しを実現、額は37億円で前年度の1.6倍。
ただし、積立金の取り崩しが毎年発生しており、
繰り戻し増額と取り崩し額の着実な縮減を図り
たい。

　②自動車事故被害者救済事業の充実
　③無保険車対策・政府保障事業の実施状況
⑵　自動車事故対策機構の取り組みについて

国

「あり方懇」に出席した当会議所の山岡専務理事（テーブル席の右から３人目）

「今後の自動車損害賠償保障制度のあり方に係る懇談会（あり方懇）」

当会議所の山岡専務理事が出席し意見陳述
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２年連続の繰り戻しと、本年は繰り戻し額の増額が
実現されたことは大変喜ばしいことで、考える会を
代表して御礼を申し上げる。しかしながら、事業の
運用にはいまだに約79億円の積立金が取り崩されて
おり、自賠責制度の持続可能性が高まったとは言え
ない状況には変わりない。引き続き、考える会の活
動を継続し、一般会計に残されている6,121億円の
繰り戻しを訴えてまいりたい。
⑷　福井康子委員（都市経済研究所主任研究員）
　２年間続けて繰り戻しが行われるのは快挙だが、
額が余りにも小さく、法定金利の話も出ている中、

本自動車会議所は6月4日、東京・港区の日
本自動車会館「くるまプラザ」会議室で第

259回会員研修会を開催し、高齢者による痛ましい
交通事故が大きな社会問題となる中、東京大学大学
院新領域創成科学研究科教授の鎌田実氏に「高齢者
交通安全対策の課題と展望」と題して講演いただい
た。鎌田氏は、「超小型EVをうまく使うことが重要
ではないか」と話し、▽日本の現状と今後▽事故の
実態▽愛知県警の取り組みの1つ「高齢者の交通安
全対策グランドデザイン」▽警察庁と国交省の高齢
ドライバー対策▽石川県輪島市・兵庫県豊岡市・埼
玉県ときがわ町など鎌田氏が関わった取り組み――
などを紹介しながら今後の対策を考察した。参加者
は約70名。

【講演のまとめ】
・少子高齢化・人口減が進む日本において、生活基
盤のモビリティの確保と事故防止・安全対策が重
要。
・危険であれば運転しなくすれば事故は減るが、外

遅延金に対する利息にも満たない。やはりこれはお
かしい。返済金らしい額で戻ってこないと、事業が
制度として存続しにくい。せっかく来年から法定金
利が見直されるのであれば、それを１つの根拠に是
非、国交省がもっとまともな額に戻してくださいと
お願いしてみてはどうか。
→＜国土交通省・福田守雄大臣官房審議官＞
　各種政策、とりわけ今日ご指摘いただいた繰り戻
しについては、引き続きしっかり実現していくよう
に対応してまいりたい。

出ができなくなると自立した生活ができなくなる。
・対策は多角的な面から検討すべきであり、多岐に
わたる。

・50年後、100年後に、歴史を振り返ると、今の時
代（2010年代）は、モビリティの分野での大きな
変換期になっているのではないか。

・電動化も進むし、自動運転・コネクティッドもこ
れから大いに進んでいくはず。

・一方で、成熟社会・人口減社会に向けての対処も
必要なところ。

・2050年に日本の人口が１億人を割るのは必至なの
で、人口8,000万人くらいが、国土のある割合の
範囲内で、豊かな暮らしができるようなグランド
デザインを描いていくべき。

・その中で、モビリティの未来像をきっちり示し、
生活を支えるモビリティサービス産業としての役
割を自動車業界に担ってもらい、国もそれに対し
て支援していく流れをつくりたい。

～講演資料より～

日

東京大学大学院新領域創成科学研究科教授　鎌田 実氏が講演

高齢者交通安全対策の課題と展望

第259回 会員研修会開催
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公開した。サイトは自工会ホームページ内に設けら
れ、10月から実施される①自動車税の恒久減税、②
自動車取得税の廃止、③環境性能割の導入および１
％の臨時的軽減措置――について、ユーザー向けに
分かりやすく解説。またチャート図で10月からの新
たな税体系を示すなど、一目で理解できるような工
夫もされている。自工会ではポスターやチラシも制
作し、広く一般にもアピールする。クルマの減税
PRサイトは経済産業省でも６月上旬に立ち上げて
おり、官民一体となってユーザーの理解向上を図っ
ていく。
◇サイトURL
http://www.jama.or.jp/tax/taxes_on_automobiles/

　日本自動車工業会は６月21日、クルマの減税を
PRするサイト「クルマの税金が下がります！」を

JR浜松町駅北口に掲出したポスター

　日本自動車会議所は６月の「環境月間」にあわせ、
今年も全国の自動車会議所と連携してエコドライブ
の普及・啓発活動を展開した。毎年、春の「環境月
間」と秋の「エコドライブ推進月間」（11月）に全
国の主要駅や道の駅にエコドライブ啓発ポスターを
掲出しており、今回は９会議所が41駅で実施。当会
議所は６月３日から７日間、東京・港区のJR浜松
町駅北口に掲出してエコドライブをアピールした。

参議院議員の保坂三蔵氏が会長を退任して以来、副
会長の西村健二・東京都自動車整備振興会会長が会
長代行を務めていた。中川氏の会長就任に伴い、西
村氏は副会長に復帰した。

京都自動車会議所は6月
19日、2019年度通常総会

と理事会を開き、会長に自由民
主党参議院議員で前環境大臣の
中川雅治氏＝写真＝を選任し
た。同会議所は2017年6月に元

東

自工会の減税PRチラシ（表）
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　会長に選任された中川氏は総会で、「自動車、運
輸・交通業界を取り巻く環境は、自動運転をはじめ
とする新技術、MaaSに代表される新サービスの登
場により、AI（人工知能）関連など幅広い業種業
態を巻き込んで、急速に変化しつつある中で、地球
環境対応や人手不足に加えて働き方改革といった課
題がある。私自身、自民党の自動車議連の常任幹事
や税制調査会副会長を務めており、自動車関係諸税
の負担軽減・簡素化もしっかりと取り組まなければ
ならない課題だと認識しており、全力で職責を全う
したい」と挨拶した。
　総会ではこのほか、①2018年度事業報告②2018年
度収支決算報告③2019年度事業計画並びに収支予算
――について審議され、すべて承認された。
　このうち、2019年度事業計画の主な内容は、①自
動車関係諸税の軽減②ゼロエミッションビークルの
普及促進③交通安全の徹底――を重点項目と位置づ

けるとともに、会員サービス活動として、①都議会
自民党および都庁関係部署幹部との自動車政策懇談
会の開催②情報の収集と提供③関連資料の配布④日
本自動車会議所主催の会員研修会の周知と参加促進
――などに取り組むとしている。
　総会後の懇親会では自民党の都議会議員や都庁幹
部らの来賓をはじめ約150人が参加して、和やかに
歓談した。

〔東京都自動車会議所〕

お知らせ
　８月15日発行予定の『自動車会議所ニュー
ス』８月号は、理事会及び総会でのご報告に
沿って、９月号との合併号とさせていただき、
９月15日に発行いたします。
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になりかねない。政府はもちろん、政治家や企業経
営者も２つの格差問題に積極的に取り組んでもらい
たい。
　時々、実家がある青森県弘前市に帰省する。最近
ではゴールディンウィークに帰ったが、紀伊國屋書
店の弘前店が５月６日をもって閉店した。35年間続
いていた書店だが、本離れによる厳しい状況には勝
てなかったようだ。津軽に関する書籍が豊富で、よ
く利用していただけにショックだった。帰省した時
は必ず地元紙を買って読むが、「地元老舗の店が閉店
した」「地元のタクシー会社が倒産した」など暗いニ
ュースが目につく。なにも弘前だけでの現象ではな
い。時々、地方に出張するが、シャッター通りが増
えている。
　一方、東京はホテルやビルの建設ラッシュに沸い
ている。銀座や築地などの空き地に建設中の建物は
ホテルが多い。来年開かれる東京オリンピックによ
り、さらに外国人の観光客が増加するのを当て込ん
だものとみられる。東京は地方に比べて元気だ。名
古屋も東京同様に元気がいい。名古屋市内を走って
いる地下鉄の中の広告が多いのにはびっくりする。

　最近、特に感じることがあ
る。「地方と大都市との地域
間格差」と「正社員と非正規
社員の賃金格差」だ。２つの
格差が拡大すると、社会不安

東京の地下鉄などで見かけないクルマの広告も目に
したことがある。
　帰省して新青森駅から弘前駅まで奥羽線の電車に
乗るが、電車の中にはほとんど広告はない。名古屋
とは対照的だ。人口は東京や名古屋など大都市圏に
集中する傾向にある。店の閉店や企業の倒産など地
元で働くところがなくなれば、人口は働くところが
多い大都市に流れざるを得ない。政府はもちろんだ
が、地方出身の政治家はスクラムを組んで、地域間
格差の問題に取り組むべきだ。
　また、正社員と非正規社員の賃金格差も深刻な問
題になりつつある。非正規社員は全雇用者の４割近
くまで増えている。企業にとって非正規社員を雇用
した場合、賃金抑制にはなるが、非正規社員は賃金
が正社員に比べて少ないため、生活は安定しない。「最
近の若者はクルマに関心を持たない」と言う人もい
るが、必ずしもそうとは思えない。非正規社員の中
には、賃金が安いのでクルマを買いたくても買えな
い人もいるのではないか。
　また、結婚したくても、結婚できない非正規社員
も少なくない。非正規社員を思い切って減らし、正
社員との賃金格差を早急に是正するよう、政治家や
企業経営者も全力を挙げて取り組んでほしい。賃金
格差が拡大し、社会不安になってからでは遅い。２
つの格差の是正は、持続可能な社会の実現のために
取り組むべき、喫緊の課題である。
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「２つの格差問題」
時事総合研究所 客員研究員　山川 裕隆


